
 

   

Ⅰ 策定の趣旨 Ⅳ 後期基本方針の推進方法について 

１ 進行管理について 

○総合計画の実行性の確保について 

○行財政改革の「見える化」について 

・アクションプランにおいて、取組状況や

財政効果を明らかにすることにより、取

組の可視化を図る。 

２ 評価指標の設定について 

○経常収支比率 

（臨時財政対策債等を加えない場合を含む） 

○実質経常収支比率 

（臨時財政対策債等を加えない場合を含む） 

○市債現在高倍率 

○財政調整基金現在高比率 

○債務償還可能年数 

※「基礎的財政収支」は、単年度ごとの財政

状況を示す指標であり、中長期的な行財

政運営の安定性を判断するという指標設

定の考え方を踏まえ、後期基本方針から

除く。 

 

Ⅱ 前期基本方針の検証 

１ 前期基本方針における取組方針 

２ 評価指標の達成状況 

３ アクションプランの取組状況 

４ 総括 

＜基本方針Ⅰ 経営の発想に基づいた将来への備え＞ 

推進項目(1) ファシリティマネジメントの推進 

○公共施設等総合管理計画（公共施設の総量抑制による維持管理コストの軽減・平準化、

公共施設とインフラの老朽化対応等） 

○庁舎統合に向けた取組 

推進項目(2) 受益者負担の適正化 

○受益者負担割合の向上に向けた検討 

推進項目(3) 特別会計の健全化 

○国民健康保険特別会計・下水道事業特別会計への一般会計繰出金の抑制 

○介護保険特別会計・後期高齢者医療特別会計の課題整理 

＜基本方針Ⅱ 選択と集中による適正な行政資源の配分＞ 

推進項目(1) 戦略的な行政資源の配分 

○事務事業評価結果の予算への反映 

○施策評価結果と人員定数の予算への反映（「選択」と「集中」の推進） 

推進項目(2) 固定的経費の削減 

○業務改善・効率化に向けた取組（ＡＩ・ＲＰＡ等）の検討 

推進項目(3) 補助金・負担金の適正化 

○補助金・負担金の適正化に向けた関係団体等との協議・調整 

＜基本方針Ⅲ 効果的なサービス提供の仕組みづくり＞ 

推進項目(1) 地域の多様な活動主体との連携と協働 

○地域ボランティアやＮＰＯ等の連携・協働による地域コミュニティの強化 

推進項目(2) 民間活力の活用促進 

○民間への事業譲渡によるコスト削減の検討 

○指定管理者に対するモニタリングの実施 

○官民連携の検討 

推進項目(3) 戦略的な組織体制の構築と人材育成の充実 

○ファシリティマネジメントや官民連携の推進、地域包括ケアシステムの構築に向けた組

織体制の構築・人材育成 

＜基本方針Ⅳ 安定的な自主財源の確保＞ 

推進項目(1) 徴収率の向上 

○徴収率向上に向けた取組みの推進と納付困難者へのきめ細かな対応 

推進項目(2) 市有財産の有効活用による歳入の確保 

○公有財産（庁舎・公共施設等）の一部貸付による歳入確保の検討 

推進項目(3) 新たな歳入項目の創出 

○ネーミングライツ、クラウドファンディングの導入の検討 

Ⅲ 後期基本方針の基本的な考え方 

１ 行財政改革の視点 

○硬直化傾向を踏まえた財政の健全化 

○行政需要の量的・質的拡大への対応 

○地域性を重視した戦略的な自治体経

営 

 

２ 目指すべき将来像への道筋 

～将来見通しを見据えた持続可能で自

立的な自治体経営の確立～ 

 

３ 基本方針について 

 

＜基本方針Ⅰ＞  

経営の発想に基づいた将来への備え 

＜基本方針Ⅱ＞ 

選択と集中による適正な行政資源の配分 

＜基本方針Ⅲ＞  

効果的なサービス提供の仕組みづくり 

＜基本方針Ⅳ＞  

安定的な自主財源の確保 
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Ⅴ 今後５年間にわたる主要な実施項目に

ついて 

 

■主要実施項目一覧  

※今後調整予定 

Ⅵ アクションプラン（体系別取組一覧） 

※今後調整予定 


